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２．策定の背景 

（１）人権確立をめざして始まった同和行政 

三田市において、人権確立へ向けた取り組みが本格化したのは、昭和 47 年（1972

年）に発生した婚約破棄結婚差別事件がきっかけです。この事件により、三田市内に部

落差別の現実が厳しく存在し、その社会背景から差別を温存・助長する土壌が根強く生

きていること、その差別意識が、被差別地区の生活実態（実態的差別）を背景にしてい

ることなどが明らかになりました。 

 同和対策審議会「答申」の精神をふまえ始まった同和対策事業では、生活環境整備を

はじめ就労・就業の安定対策などを実施し、環境面での格差は大きく改善され、実態的

差別が新たな心理的差別を生むという状況を、ほぼ解消してきました。 

一方、心理的差別の解消をめざし、学校教育・家庭教育・社会教育の緊密な連携のも

と、同和教育の取り組みが本格化しました。 

学校教育においては、人権尊重の精神を基盤に置いた学校づくりを推進し、あらゆる

差別を排し、豊かな人間関係を築く子どもの育成をめざしてきました。 

また、社会教育においては、市内各組織により構成されている三田市同和教育研究協

議会（現：三田市
さ ん だ し

人権
じんけん

を 考
かんが

える会
かい

）を中心に、各組織・団体・地域において、同和問題

と自己とのかかわりを問う中で、部落差別をはじめあらゆる差別を排し、よりよい生き

方を創造していく自主的な研修活動が展開されてきました。 

このような、全市を挙げての粘り強い取り組みの結果、市民一人一人の人権意識は高

揚し、「部落差別はいけない」「部落差別はまちがっている」という一定の共通認識が広

く定着するとともに、さらに同和教育の取り組みは、社会に存在する様々な人権問題へ

の気づきを促し、女性、外国人、障害のある人等に対する人権課題を明らかにしてきま

した。 

このように、部落差別の解消をめざして始まった同和行政の取り組みは、すべての市

民の人権確立をめざす取り組みへと発展してきました。 

 

（２）人権施策基本方針の改訂 

平成 15 年（2003 年）に策定した「三田市人権施策基本方針」に基づき、様々な人

権課題を解決するための確かな取り組みを市民とともに推進してきました。 

しかしながら、策定から 10 余年が経過しており、その間、「障害を理由とする差別の

解消の推進に関する法律」「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組

の推進に関する法律」「部落差別の解消の推進に関する法律」など人権に関わる法制度が

順次整備されてきています。 

また、私たちの人権を取り巻く課題は、部落問題、女性、外国人、障害のある人、高
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齢者、子どもに対する人権問題に加え、性的マイノリティの人たち（SOGI）や犯罪被害

者などへの人権問題など多様化しています。特に、情報化の進展に伴い、インターネッ

ト上での誹謗中傷・差別書込みなど「顔の見えない差別事件」や、「ヘイトスピーチ」と

呼ばれる排他的街宣活動など悪質な差別事件も横行しています。 

このような背景と第４次三田市総合計画及び各個別計画に基づいた取り組み状況の実

態に即した内容に合わせて基本方針の一部を見直すことにしました。 

 

【参考～三田市人権関係年表】 

昭和 47 年（1972 年） 「三田市同和学習基本計画」策定 

昭和 48 年（1973 年） 市職員採用における「国籍条項」撤廃 

昭和 48 年（1973 年） 三輪小「養護学級」開設 

昭和 49 年（1974 年） 「戸籍の公開制限」実施 

昭和 55 年（1980 年） 「三田市同和学習指導書」作成 

昭和 60 年（1985 年） 「三田市同和教育推進の基本方策」策定 

平成 8 年（1996 年） 「三田市在住外国人教育基本方針」策定 

「三田市障害者福祉基本計画」策定 

「女性センターさんだ」（現：人権・男女共同参画プラザ）開設 

平成 11 年（1999 年） 「三田市児童育成計画」策定 

平成 12 年（2000 年） 「三田市高齢者保健福祉計画」策定 

「三田市介護保険事業計画」策定 

平成 13 年（2001 年） 「三田市男女共同参画計画」策定 

平成 15 年（2003 年） 「三田市人権施策基本方針」策定 

平成 16 年（2004 年） 「三田市人権のまちづくり推進本部」設置 

平成 17 年（2005 年） 「三田市人権のまちづくり推進委員会」設置 

平成 21 年（2009 年） 「三田市多文化共生推進基本方針」策定 

平成 23 年（2011 年） 「人権に関する総合相談窓口」を設置 

平成 2４年（201２年） 「本人通知制度」導入 

平成 26 年（2014 年） 「三田市子ども・子育て支援事業計画」策定 

平成 2７年（201５年） 「ひまわり特別支援学校開校」 

平成 2９年（201７年） 「三田市犯罪被害者等支援条例」施行 

「三田市みんなの手話言語条例」施行 

平成 30 年（2018 年） 「三田市障害を理由とする差別をなくしすべての人が共に生き

るまち条例」施行 


